[bookmark: OLE_LINK4]川越市地区計画区域内における建築物の緑化率の最低限度に関する条例
新旧対照表
			新
	旧

	（目的）
第１条　この条例は、都市緑地法（昭和４８年法律第７２号。以下「法」という。）第３９条第１項の規定に基づき、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４第１項第１号に掲げる地区計画の区域内の建築物の緑化率の最低限度を定めることにより、良好な都市環境の形成を図り、もって健康で文化的な都市生活の確保に寄与することを目的とする。
（定義）
第２条　この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。
（適用区域）
第３条　この条例は、次の表に掲げる区域に適用する。
	名称
	区域

	鴨田地区地区整備計画区域
	平成１９年川越市告示第５９６号に定める川越都市計画鴨田地区地区計画の区域のうち、地区整備計画に定める工業団地地区

	増形地区地区整備計画区域
	平成３０年川越市告示第５００号に定める川越都市計画増形地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域
	令和６年川越市告示第６７４号に定める川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	中福地区地区整備計画区域
	令和８年川越市告示第６９６号に定める川越都市計画中福地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域



（建築物の緑化率の最低限度）
第４条　前条の表に掲げる区域内において、建築物の新築又は増築をしようとする者は、当該建築物の緑化率を、次の表の左欄に掲げる区域の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる割合以上としなければならない。当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、同様とする。

	鴨田地区地区整備計画区域
	１０分の２.５

	増形地区地区整備計画区域
	１０分の２

	圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域
	１０分の２

	中福地区地区整備計画区域のうち産業Ａ地区（中福地区地区計画の計画図に表示する産業Ａ地区をいう。）
	１０分の２

	中福地区地区整備計画区域のうち産業Ｂ地区（中福地区地区計画の計画図に表示する産業Ｂ地区をいう。）
	１０分の２.５



２　増形地区地区整備計画区域及び圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域における建築物の緑化率を算定する場合において、当該建築物の敷地が本市に隣接する地方公共団体の区域にわたるときは、当該地方公共団体の区域内にある建築物の緑化施設の面積及び敷地面積を含めることができる。
３　第１項の規定にかかわらず、増形地区地区整備計画区域において、特定工場(工場立地法(昭和３４年法律第２４号)第６条第１項の特定工場をいう。以下この項において同じ。)を新築し、又は増築する場合であって、当該特定工場が川越市工場立地法地域準則条例(平成２８年条例第４８号)第３条に規定する緑地面積率(以下この項において「緑地面積率」という。)又は同条例第６条の規定による協議により定められた緑地面積率の基準に適合するときは、当該特定工場は第１項の規定に適合する建築物とみなす。
　（許可による特例）
第５条　前条第１項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。
(1)　その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であって、良好な都市環境の形成に支障を及ぼすおそれがないと認めて市長が許可したもの
(2)　その用途によってやむを得ないと認めて市長が許可した建築物
２　市長は、前項各号に規定する許可の申請があった場合において、良好な都市環境を形成するため必要があると認めるときは、許可に必要な条件を付することができる。
（違反建築物に対する措置）
第６条　市長は、第４条第１項の規定又は前条第２項の規定により許可に付された条件に違反している事実があると認めるときは、当該建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対して、相当の期限を定めて、その違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。
２　国又は地方公共団体の建築物については、前項の規定は、適用しない。この場合において、市長は、国又は地方公共団体の建築物が第４条第１項の規定又は前条第２項の規定により許可に付された条件に違反している事実があると認めるときは、その旨を当該建築物を管理する機関の長に通知し、前項に規定する措置をとるべき旨を要請しなければならない。
（報告及び立入検査）
第７条　市長は、前条の規定の施行に必要な限度において、規則で定めるところにより、建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し、建築物の緑化率の最低限度に関する基準への適合若しくは緑化施設の管理に関する事項に関し報告させ、又はその職員に、建築物若しくはその敷地若しくはそれらの工事現場に立ち入り、建築物、緑化施設、書類その他の物件を検査させることができる。
２　前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があった場合においては、これを提示しなければならない。
（緑化施設の管理）
第８条　建築物の維持保全をする者は、その責務において、この条例の規定により設けられた緑化施設が良好に維持されるよう、適切に管理しなければならない。
（委任）
第９条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
（罰則）
第１０条　次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。
(1)　第６条第１項の規定による命令に違反した者
(2)　第７条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者
(3)　第７条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者
２　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務又は財産に関して前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同項の罰金刑を科する。
附　則
この条例は、平成２１年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成３０年１２月２１日条例第６５号）
この条例は、公布の日から施行する。
　　　附　則（令和７年９月２９日条例第６５号）
この条例は、令和７年１０月１日から施行する。
附　則（令和〇年〇月〇日条例第〇号）
この条例は、令和〇年〇月〇日から施行する。

	（目的）
第１条　この条例は、都市緑地法（昭和４８年法律第７２号。以下「法」という。）第３９条第１項の規定に基づき、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４第１項第１号に掲げる地区計画の区域内の建築物の緑化率の最低限度を定めることにより、良好な都市環境の形成を図り、もって健康で文化的な都市生活の確保に寄与することを目的とする。
（定義）
第２条　この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。
（適用区域）
第３条　この条例は、次の表に掲げる区域に適用する。
	名称
	区域

	鴨田地区地区整備計画区域
	平成１９年川越市告示第５９６号に定める川越都市計画鴨田地区地区計画の区域のうち、地区整備計画に定める工業団地地区

	増形地区地区整備計画区域
	平成３０年川越市告示第５００号に定める川越都市計画増形地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

	圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域
	令和６年川越市告示第６７４号に定める川越都市計画圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域






（建築物の緑化率の最低限度）
第４条　前条の表に掲げる区域内において、建築物の新築又は増築をしようとする者は、当該建築物の緑化率を、次の表の左欄に掲げる区域の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる割合以上としなければならない。当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、同様とする。

	鴨田地区地区整備計画区域
	１０分の２.５

	増形地区地区整備計画区域
	１０分の２

	圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域
	１０分の２











２　増形地区地区整備計画区域及び圏央鶴ヶ島インターチェンジ南側笠幡地区地区整備計画区域における建築物の緑化率を算定する場合において、当該建築物の敷地が本市に隣接する地方公共団体の区域にわたるときは、当該地方公共団体の区域内にある建築物の緑化施設の面積及び敷地面積を含めることができる。
３　第１項の規定にかかわらず、増形地区地区整備計画区域において、特定工場(工場立地法(昭和３４年法律第２４号)第６条第１項の特定工場をいう。以下この項において同じ。)を新築し、又は増築する場合であって、当該特定工場が川越市工場立地法地域準則条例(平成２８年条例第４８号)第３条に規定する緑地面積率(以下この項において「緑地面積率」という。)又は同条例第６条の規定による協議により定められた緑地面積率の基準に適合するときは、当該特定工場は第１項の規定に適合する建築物とみなす。
　（許可による特例）
第５条　前条第１項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。
(1)　その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であって、良好な都市環境の形成に支障を及ぼすおそれがないと認めて市長が許可したもの
(2)　その用途によってやむを得ないと認めて市長が許可した建築物
２　市長は、前項各号に規定する許可の申請があった場合において、良好な都市環境を形成するため必要があると認めるときは、許可に必要な条件を付することができる。
（違反建築物に対する措置）
第６条　市長は、第４条第１項の規定又は前条第２項の規定により許可に付された条件に違反している事実があると認めるときは、当該建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対して、相当の期限を定めて、その違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。
２　国又は地方公共団体の建築物については、前項の規定は、適用しない。この場合において、市長は、国又は地方公共団体の建築物が第４条第１項の規定又は前条第２項の規定により許可に付された条件に違反している事実があると認めるときは、その旨を当該建築物を管理する機関の長に通知し、前項に規定する措置をとるべき旨を要請しなければならない。
（報告及び立入検査）
第７条　市長は、前条の規定の施行に必要な限度において、規則で定めるところにより、建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し、建築物の緑化率の最低限度に関する基準への適合若しくは緑化施設の管理に関する事項に関し報告させ、又はその職員に、建築物若しくはその敷地若しくはそれらの工事現場に立ち入り、建築物、緑化施設、書類その他の物件を検査させることができる。
２　前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があった場合においては、これを提示しなければならない。
（緑化施設の管理）
第８条　建築物の維持保全をする者は、その責務において、この条例の規定により設けられた緑化施設が良好に維持されるよう、適切に管理しなければならない。
（委任）
第９条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
（罰則）
第１０条　次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。
(1)　第６条第１項の規定による命令に違反した者
(2)　第７条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者
(3)　第７条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者
２　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務又は財産に関して前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同項の罰金刑を科する。
附　則
この条例は、平成２１年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成３０年１２月２１日条例第６５号）
この条例は、公布の日から施行する。
附　則（令和７年９月２９日条例第６５号）
この条例は、令和７年１０月１日から施行する。
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